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1.は じめ に
教育 を重視する傾向が強 まる1)なかで,現 在,経 営分析論はどのように教育されているの
であろうか。経営分析論の単位数,配 当年次,選 択 自由度,ク ラス規模,担 当者の担当年数や
年齢はどのようになっているのであろうか。また経営分析論の授業では,授 業科目の性格から
して,理 論についての講義 とともに,仮 設例であれ実際例であれなんらかのデータを利用 して
授業が展開されているであろう。また,理 論 とともにデータ分析がなんらかのかたちで課題 と
して学生に課 されていることも容易に想像される。それでは,理 論 とデータ分析 とはどのよう
な組み合わせで教育 されているのであろうか。 また,そ れにはクラス規模や担当年数などがど
の ように影響 を与えているのであろうか。わが国におけるこうした履修制度,ク ラス規模,担
当者の属性,教 育方法およびそれに与える要因などについて,現 在のわれわれはほとんど知 ら
ない。教育重視の時代 にあって教育について考えるための出発点は,ま ず もってこうした現状
を把握することである。
そこで本稿では,三 つの課題 について明らかに しようとする。第一の課題 は,経営分析論と
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いう授業科目の各大学での履修制度を明らかにすることである。具体的には,単 位数,配 当年
次,選 択 自由度の状態 を把握することである。これらは,わ が国の大学における経営分析教育
の最 も基本的な事項である。第二の課題は,講義 とデータ分析の組み合わせにたい して影響を
与えると予想 される三つの要因,す なわちクラス規模,経 営分析論の担当年数,担 当者の年齢
の状況を明らかにすることである。これにより,担当年数 と年齢だけではあるが,担 当者がど
のような属性をもち,ま たどの程度の規模のクラスで授業を行 っているかを把握 しようとする
のである。もちろんこれら以外にもたとえば担当者の研究方法,経 営分析教育の目的に関する
認識 なども講義 ・データ分析 の組み合わせの影響要因として考 えられるが,本 調査では取 り上
げなかった。第三の課題は,そ れら三つの想定される影響要因が講義 ・データ分析の組み合わ
せ と実際 にどの程度関連 しているのかを明らかにすることである。授業の展開の方法は多様で
あるが,と りあえず理論についての講義 とデータを利用 した分析とに大別 し,それらの組み合
わせ にたい してクラス規模,担 当者の担当年数と年齢がどのように影響 しているかをみていこ
うとするのである。
こうした三つの課題はあ くまでも記述的分析であり,大学における経営分析の現状の把握 に
とどまっている。 しか しなが ら,先 行研究2)がきわめて限 られた状況 においては,ま ずはこ
うした作業の蓄積 も必要であ り,本稿 はその一つである。
2.調査の方法
2000年5月31日付けで発行された日本経営分析学会の 『会員名簿(第9版)』 に所属大学名
が示 されている242名お よび2000年10月1日付けで大学に就職 したことが判明 した1名の計
243名にたい して,翌 年1月20日投函 を締切 としたアンケー ト用紙 を2000年12月19日(火)
に明治大学経営学部事務室を通 じて発送 した。 しか し,「転居先不明で配達できません」 とし
て3通,「転送期間経過のためにお返 しします」として1通が返送 されてきた。この結果,届 い
たと判断 されるものは239通となった。
1月20日をだいぶ過 ぎて返送 されてきた ものもあったが,そ れ も含めて合計で119通が返送
されて きた。 しか し,種 々の理由で集計から除外せ ざるをえない ものが9通に達 した。その内
訳は,大 学院についての ものが3通,数 年以上前に担当 した内容 についてのものが2通,ゼ ミ
ナールでの経営分析教育 についての ものが1通,担 当 していないので とするものが1通,専 門
外なので返送するとした ものが1通,担 当者の回答項 目と非担当者の回答項 目の両方に回答 し
たものが1通であった。ただ し,1999年度 まで担当していた方の もの1通 と2001年度か ら担当
される方のもの1通は集計対象 とした。この結果,集 計対象となったものは,担 当者53通,非
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担当者57通の合計110通となった(日 本経営分析学会第17回春季大会での報告では,担 当者
の もの1通が集計作業に間に合 わなかったので,担 当者の ものは52通であった)。有効 回答の
回収率は,分 母を送付数とすると45.3%(ご本人の手許に届いたと判断 される239通を分母 と
すると46.0%)に達 した。同 じ大学に勤務 している会員同士で調整 し担当者のみが回答する旨
ご連絡 をいただいたケース もあ り,この回収率の高さは,日 本経営分析学会に所属する会員の
暖かなご支援の賜であるとともに,関 心の高さも伺 われる。
3.経営分析論の単位数,配 当年次,選 択 自由度
ここでは,集 計対象 とした110通の うち,経 営分析論が設置 されていないとした7通 と単位
数 と配当年次 について無回答の4通(選 択の自由度については5通)を 除 く99通(98通)につ
いて,経営分析論の単位数,配 当年次,選択の自由度 についてまとめてお くことにする。なお,
規模の大 きな大学によっては,担 当者 とともに非担当者 も回答 してお り,その場合 には一つの
大学で複数の回答 となって しまい,偏 りが存在することになる。ただ,そ れほど多 くはないと
思われ,全 体的傾向は把握で きるであろう。 また,た とえば同 じく4年制大学と言って も,経
営学部と農学部の農業経済学科 とでは経営分析論の位置づけは異な り,単位数や選択の 自由度
が異 なるのは当然である。表1か ら表3のすべてにあてはまるが,回 答者 による偏 りと経営分
析論 を設置 している主体について留意する必要がある。本調査では,学 部 ・学科(科)の 種類
別に調査することはしなかった。
表1単 位数 一単位:名(%)
4年制大学 短期大学
4単位 74(85.1%) 2(16.7%)
2単位 12(13.8%) 10(83。3%)
1単位 1(1.1%)
合 計 87(100.0%) 12(100.0%)
表1は,4年 制大学 と短期大学における経営分析論の単位数 を示 した ものである。ここでみ
ると,4年制大学では4単位,短 期大学では2単位が一般的である。ただ,4年制大学で も2単
位や1単位の大学があ り,他方で短期大学でも4単位のところ もある3)。なお本調査では,セ
メスター制度が採用されていても経営分析領域に属する2科目が二つ設置されている場合には
4単位 として集計 している。
調査用紙には,「本務校や非常勤で担当されている経営分析論の うちで最 も主要な1コマに
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ついてお教 え ください。」 という前書 きをした。その結果,複 数の大学において経営分析論 を
担当 していても,2単位のものについては回答せず4単位の ものについて回答 しているはずで
ある。筆者 もその一人である。 したがって,こ の点ではわが国の全体的状況を正確 に把握 して
い るか どうかについては疑問が生 じることになる。実際には,4単位の比率は表1に示された
比率 よりも若干低いであろう。
表2配 当年次 単位:名(%)
4年制大学 短期大学
3,4年生 41(47.1%)
2～4年 生 17(19,5%)
3年 生 13(14.9%)
1～4年 生 5(5.7%)
2年 生 4(4.6%) 11(91.7%)
1,2年 生 3(3.4%)
4年 生 2(2.3%)
2,3年生 1(1.1%)
1年 生 1(L1%) 1(8.3%)
合 計 87(100.0%) 12(100.0%)
経営分析論の配当年次 を示 した ものが表2である。この集計結果 をみると,4年制大学,短
期大学 ともに,高 学年 に配当されていることが明らかである。経営分析の主要な資料 は財務諸
表であ り,それについてのある程度の理解 を前提 とする限 りは高学年に配当せ ざるをえない4)。
この結果はそれを裏付けていると思われる。
表3選 択の自由度 単位:名(%)
4年制大学 短期大学
自 由 選 択 科 目 54(62.1%) 10(90.9%)
選 択 必 修 科 目 29(33.3%)
学科 ・コースにより
選択必修か自由選択
3(3,4%)
必 修 科 目 1(1.1%) 1(9.1%)
合 計 87(100.0%) 11(100.0%)
注)単 位数と配当年次には回答 した短期大学の1通が,選択の自由度について無回答であ
った。その結果,短 期大学の合計が11通となっている。
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表3は,経 営分析論の選択の自由度を示 したものである。これをみると,4年制大学,短 期
大学 ともに自由選択科 目とされている場合が多い。4年制大学 における選択必修科目の多さも
無視はできない。また,そ れぞれ1通ではあ るが,4年制大学でも短期大学でも必修科 目とさ
れている場合がある5)。
しか しながら,経営分析論に与えられる重要性は学部 ・学科(科)の 性格に規定 されるはず
であるが,本 調査では学部 ・学科(科)の 区別をしなかった。 したがって,こ の表の値 につい
て解釈するさいにはその点に留意する必要がある。また,単 位数のところで述べたように,回
答者 にとって 「最 も主要な1コマ」についての回答 を集計 したものであるか ら,そ の意味での
偏 りは存在するであろう。わが国全体 としてみるならば,商 ・経済 ・経営学部とともにたとえ
ば法学部などで も経営分析は教育されてお り,後者については本調査では集計 されていない可
能性が高いであろうから,そ の意味においてわが国における経営分析教育 を正確に反映 してい
るかどうかは疑問である。
4.ク ラス規模および担当者の担当年数 と年齢
それではつぎに,経 営分析教育を担当 している者が どの程度のクラス規模で教育 しているか
を明らかにし,また担当者の年齢および経営分析教育について担当年数を把握す ることにする。
それらは講義とデータ分析の組み合わせ という授業方法のあ り方 に影響を与える要因とも考え
られ,本 節でそれらの実態 をみてお くことにする。なお,集 計対象 としたのは担当者53通で
ある。ただ し,無回答のものがあ り,それらは比率の計算からは除外 した。
表4は,本 調査における経営分析論の担当者がどの程度のクラス規模の授業 を行っているか
を示 したものである。
表4ク ラス規模 単位:名(%)
4年制大学 短期大学
50名 以 下 6(13.6%) 3(42.9%)
51～100名 19(43.2%) 2(28.6%)
101～200名 13(29.5%) 2(28.6%)
201名 以 上 6(13.6%)
合 計 44(100.0%) 7(100.0%)
注)ク ラス規模について無回答のものが4年制大学で1通,短期大学で1通あっ
たので,4年制大学は44通,短期大学は7通,合計51通を集計対象とした。
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全体 としては,100名以下が約6割,そ れを越える規模 が約4割 となっている。 ただ し,予
想 されたことであるが,4年制大学だけについてみる と100名以下のクラスが56.8%,短期大
学では71.4%であ り,4年制大学においてクラス規模が大 きい という傾向は明らかである。 と
くに201以上 とい うクラスは4年制大学に しか存在 しない。
教員が一方的に講義するだけではな く,課題を課 しそれをチェックした り,学生が他の履修
者の前で報告 したり,グループ別に分析作業をした りとい うような多様 な授業展開のためには,
で きる限 り少人数であることが望ま しい。そのためには,筆 者の主観的判断では,ク ラス規模
は最大でも100名程度であろう。それを越 えるクラスが約4割であ り,201名以上の大規模 ク
ラスも存在 しているいうことは,け っ して望 ましいことではない。もちろん,と くに大規模私
立大学の学生数や学生の履修希望を考慮するならば,100名程度で履修者数を制限することは,
わが国の現状 とくに教員の意識か らすると困難だと思われる。 しか し,そ うしたクラス規模が
授業のあ り方 に影響 していることはおおいに考えられることであ り,本稿においては次節にお
いて,ク ラス規模が授業での講義 とデータ分析の組み合わせにたい してどのように影響 してい
るかについてみていくことにする。
わが国における経営分析教育はどのような教員 により担われているのであろうか。研究領域,
最終学歴,学 位の有無,実 務経験の有無など種々の観点から把握することが可能であろうが,
本調査では年齢 と経営分析論の担当年数 しか調査 しなかった。担当者が経営分析論 を教育 して
いる経験年数をまとめた ものが,表5で ある。
表5担 当年数 単位:名(%)
0～4年 13(25.0%)
5～9年 12(23.1%)
10～14年 11(21.2%)
15年以上 16(30.8%)
合 計 52(100.0%)
注)担 当者53通のうち担当年数について無回答のものが1通あったので,52通を集計
対象とした。なお,0年というのは4月から新たに担当すると回答したものである。
この結果 をみると,10年以上の担当年数を有する担当者が5割強を占めてお り,5年以上で
は四分の三に達する。わが国における経営分析教育は比較的経験豊かな教員が担当 していると
言えよう。担当年数が長ければ授業内容や授業方法に改善の余裕がで き,担 当者の理想に近い
授業が展開で きると考えられる。 したがって,担 当年数が長いということは望 ましいことであ
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る。担当者の経験年数からは経営分析教育の充実をみることがで きよう。なお,こ の担当年数
も授業での講義 とデータ分析の組み合わせにたいして影響 していることが考えられる。 この点
については,次 節 においてみてい くことにする。
担当者の年齢構成 を示 したものが,表6で ある。近年,豊 かな実務経験 を有する者が大学に
勤務 した り,若手の実務経験者が大学院に入学 して大学教員 になるというケースが増加 してい
るようであるが,多 くは大学院での数年間の研究指導をうけた後に大学に勤務 していると思わ
れる。そうすると,年齢は教育 ・研究期間と相関してお り,担当者がどの程度の教育 ・研究業
績を有するかということも,担 当者を把握する視点 として成立すると考えられる。また,た と
え実務経験者が教員になったとしても,比 較的年齢 に相応 した研究業績を有 しているように思
われる。
表6年 齢 単位:名(%)
39歳以下 9(17.3%)
40～49歳 8(15.4%)
50～59歳 22(42.3%)
60歳以上 13(25.0%)
合 計 52(100。0%)
注)担 当者53通のうち年齢 について無回答のも
のが1通あったので,52通を集計対象とした。
表6で まず注目されるのは,50歳以上が7割弱,40代の担当者まで含めると8割強に達する
ことである。 このことは,わ が国の経営分析教育は教育 ・研究面での蓄積 した業績を有 してい
る教員 によって担われているということを意味 していると言 えよう。なお,年 齢 を教育 ・研究
面での蓄積と解釈するならば,担 当者の年齢も授業での講義 とデータ分析の組み合わせ にたい
して影響 しているか もしれない。 この点についても,次節においてみてみることにする。
結局,わ が国の経営分析教育は,担 当年数,教 育 ・研究業績の観点か らみて充実 した教員に
より担当されていると言える。
それでは,経 営分析教育の担当年数 と年齢 との関係 はどのような状況にあるのであろうか。
経営分析論担当とい うことで採用 され,そ のまま経験 を蓄積 してきたという場合 もある し,何
らかの方針な り事情により採用後年数を経てか ら担当することになるという場合 もあろう。研
究領域(経 営分析)と 担当科目が一致 していなかったが,大 学を変わることにより経営分析論
を担当することになったという場合 も考えられる。さらに,実 務経験豊かな者が研究業績を評
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価 され,比 較的最近大学に勤務するようになった という場合 もあろう。 したがって,一 概に担
当年数 と年齢が相関するとは思われない。そこで担当年数 と年齢 をクロス集計 してみた。その
結果が表7である。
表7担 当年数と年齢の関係 単位:名(%)
39歳以下 40～49歳 50～59歳 60歳以上
0～4年 5(55.6%)3(37.5%)4(18.2%)1(7.7%)
5～9年 4(44.4%)1(12.5%)4(18.2%)3(23.1%)
10～14年 4(50.0%)4(18.2%)3(23.1%)
15年以上 10(45.5%)6(46。2%)
合 計 9(100.0%)8(100。0%) 22(100.0%)13(100.0%)
注)担 当者53通のうち担当年数と年齢について無回答のものが1通あったので,52通を集計対象
とした。
表7を みてみる と,39歳以下の担当者は採用時から担当 している場合がほ とんどであろう。
40代の担当者のなかには,た ぶん採用時あるいはその直後か ら経営分析論 を担当 していた と
考えられる教員が存在する一方で,4年以下の教育経験 しかない担当者 もいる。50代の担当者
は10年以上の担当年数を有する者が三分の二近 くに達するが,9年以下の教育経験 しかない担
当者 も存在する。こうした傾向は60歳以上でも同様 に見 られる。
したがって,表7か らは,採 用時あるいは採用 されてまもなく経営分析論 を担当 し始め,そ
れ以降ずっと担当 している教員が存在する一方で,教 員経歴の途中から経営分析論を担当 し始
めた教員 も存在す ると考 えられる。 もちろん,50代以上の教員のなかには豊かな実務経験 を
経て大学に就職 し,経営分析論 を担当し始めたという場合 もあろう。結局,全 体としてみるな
らば,現 在のわが国における経営分析教育は,経営分析論について豊かな教育経験を有する教
員や,た とえ経営分析論の担当年数が少なくても,教育 ・研究について蓄積 した業績 を有 して
いる教員が経営分析論 を担当 していると言えよう。
このように個々の担当者に?い てみるならば,わ が国においては充実 した経営分析教育を期
待 しうる。 したがって,も し今 日の経営分析教育に問題があるとすれば,担 当者個人の問題で
はなく,担 当者の個人的努力や自発的意思では達成で きない問題であろう。その克服のために
は学界での議論が必要 とされるように思われる。
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5.講 義 とデータ分析の組み合 わせの要因
経営分析論の授業のなかでは,科 目の性格からして,な んらかのかたちでデータが利用され
ていると思われる。比率の計算を説明するために決算公告のデータを用いていることは容易に
想像 される。また,有 価証券報告書の財務諸表の分析 を授業の主目的としていることす らも考
えられる。 したがって経営分析論では,一 方的な講義だけではな く,な んらかのデータ6)が
利用 されて授業が展開されていることであろう7)。そこで本節では,Sullivan(1996)に従 っ
て経営分析論の授業が講義 とデータ分析の二つによって展開8)されている と想定 し,そ れら
の組み合 わせにたい して前節で取 り上げたクラス規模,経 営分析論の担当年数,担 当者の年齢
という三つが どのように関連 しているかをみてい くことにする。 もちろん,た とえば担当者の
研究領域9)や研 究方法,経 営分析教育の 目的に関する認識,経 営分析実践にたいする関心 な
ども影響要因であると思われるが,本 調査ではとりあえず取 り上げなかった。
本研究では,講 義 とデータ分析の組み合わせをつぎの5段階で調査 した。
a.理論 に関する講義が中心であ り,その説明のためにデータを扱 うことはあまりない。
b.理論 に関する講義に重点をおきなが らも,その説明のために補足的にデータを扱っている。
c.理論に関する講義 と同程度に,デ ータの分析 を積極的に行 っている。
d.データの分析に重点をお きなが らも,デ ータ分析の範囲を越えて理論 に関する講義を行っ
ている。
e.デ ータの分析が中心であ り,理論に関する講義はそれに必要な最小限にとどめている。
まず,ク ラス規模がこのような講義 とデータ分析の組み合わせ にたいしてどのように関連 し
ているかについてみてみ よう10)。表8は,ク ラス規模 と講義 ・データ分析の組み合わせについ
てのクロス集計の結果である。
表8ク ラス規模と講義 ・データ分析の組み合わせ (単位:名)
a b C d e
50名 以 下 7 1 1
51～100名 3 12 3 3
101～200名 1 3 5 4 2
201名以上 3 2 1
合 計 1 9 26 9 6
注)担 当者53通のうちクラス規模について無回答のものが2通あったので,こ の表では51通につ
いて示 してある。なお,無 回答の2通は,いずれも 「c」という回答であった。
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表8をみると,ほ ぼ全員が経営分析論の授業のなかでなんらかのかたちでデータ分析 を実施
していることが分かる。「c.理論に関する講義 と同程度 に,デ ー タの分析 を積極的に行 って
いる。」が最 も多 く,クラス規模 について無回答の ものを含めて計算す ると52.8%の担当者が
講義 と同程度 にデータ分析を重視 している。 さらにデータ分析のほうを重視 して授業 を展開 し
ているdとeを 加えると81。1%にも達する。データ分析に必要な説明 しか講義 しないというe
の授業 も6通存在 している。これに対 して,デ ータを扱 うことはあ まりないというのは1通に
す ぎない。この結果,全 体 としてみるならば,経 営分析論の授業のなかでは,科 目の性質か ら
判断 して当然 とも考えられるが,デ ー タを分析するということが一般的に行われてお り,理論
的説明よ りもデータ分析のほうを重視 している担当者 も多 く,約3割 も存在 している。
それでは,講 義 ・データ分析の組み合わせにたいしてクラス規模 は関連 しているのであろ う
か。授業のなかでデータ分析 をしようとすれば,方 法にもよるが,た とえば実際の財務諸表 を
配付 した り,デ ータ分析 を課題 として課 した りして,い ずれにせ よ手数がかかることになる。
したがって,ク ラス規模が小 さければデータ分析 を重視する傾向が強 くなるであろうし,ク ラ
ス規模が大 きければデータ分析 を実施するためのハー ドルはそれだけ高 くなると予想 される。
表8をみると,こ うした予想 はほぼ裏づけられている。100名以下のクラスについてみると,
30通中27通がc,d,eと 回答 してお り,その割合は9割にも達 している。 とくに50名以下
だけについてみると全員がc,d,,eと回答 している。 これに対 して,100名を越えるクラス
にな,るとC,d,eと 回答 しているのは21通中14通であ り,割合が三分の二に低下 している。
200名を越えると半数がデータ分析 を補足的にしか扱っていない。
もちろん,授 業のなかでデータ分析 をどのような方法で実施 しているのかという問題は存在
している。簡単な仮設例 にもとついてデー タを分析するのであれば大規模クラスでも可能であ
ろうし,有価証券報告書 に掲載 されている財務諸表 を実際に分析させてそれをチ土ックするな
どということは,小規模 クラスでなければ不可能であろう。表8か らはそこまでの内容 を把握
す ることはできない。 とはいえ,す でに述べたように,ク ラス規模 とデータ分析 の実施度との
間には関連を見いだす ことができるのである。
経営分析論の授業のなかで詳細 なデータについての分析 をしなが ら説明することが有用であ
り,履修者の理解を深めさせるためにデータ分析 を課題として課 した りすることが望 ましい と
す るならばうクラスは小規模のほうが良いということになる。 しか し,そ うだからといって,
経営分析論の クラス規模 を縮小 して しまうことは,少 なくとも現在のわが国の大学ではきわめ
て困難である。簿記論 であれば会計領域の基礎科目ということで何 コマか設置することも可能
であろうが,経 営分析論については不可能と思われる し,履修希望者を制限 して しまうことも
現在のわが国の状況ではとくに教員の意識か ら考えて不可能に近い。そうであるとすれば,大
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規模クラスで もデータ分析が可能となるような方法が模索されなければならない。クラス規模
が100名を越えていてもd,eの 回答は21通中7通も存在す るのであ り,ノ ウハ ウの共有は可
能であろう。学界の今後の一つの課題 として認識すべ きであると考えられる。
つ ぎに,経 営分析論の担当年数が講義 ・データ分析の組み合わせ と関連 しているか どうかを
みてみよう。担当年数 と講義 ・データ分析の組み合わせ とについてクロス集計 をした結果は,
表9の通 りであった。なお,デ ータ分析が広 く実施されているということはすでに述べたので,
以下ではそれを踏まえて考 えていくことにする。
表9担 当年数と講義 ・データ分析の組み合わせ (単位:名)
a b C d e
0～4年 1 7 3 2
5～9年 1 3 4 3 1
10～14年 2 8 1
15年以上 3 8 2 3
合 計 1 9 27 9 6
注)担 当者53通のうち担当年数について無回答のものが1通あったので,こ の表では52通につい
て示してある。なお無回答の1通は,「c」という回答であった。
この表 か らは,c,d,eの 回答 率 が担 当 年数 「5～9年」 の グル ープ におい て他 よ りも低
い こ とがみて とれる。「5～9年」 のグルー プは66,7%であ るの に対 して,「0～4年 」は92.3%,
「10～14年」 は81.8%,「15年以上」 は81.E%である。 これ は,「5～9年 」 の グルー プは講義
重 視派 もデー タ分析 重視 派 も他 よ りも相対 的 に多 く,「c」 の 回答 率 が低 くな ってい るこ とに
よる。 「c」の回答率 は,「5～9年 」 が33.3%であ るの に対 して,「0～4年 」 は53.8%,「10～
14年」 は72.7%,「15年以上」 は50.0%なのであ る。 こ うした こ とが,サ ンプル数が少 ないた
め にた また ま生 じた ものか,そ れ ともた とえば 「担 当 し始 めた ときにはデ ー タ分 析 に一 定の重
要性 を与 えていて も,数 年 の教育経 験 を積 む と理論 に関心が 向 き,そ れ を越 える とそ の理論 を
踏 まえて デー タ分析 を また重視 す る こと もあ りうる」 とで も解 釈 で きるのか は,不 明であ る。
表7を みる と,「5～9年 」 の担当年 数 を有 す る担 当者 の年齢 には,他 と比べ てそ れほ ど顕著 な
違 いは ない よ うに見 え る。 あ えて言 え ば40代の担 当者が 少 な く担 当者 の年齢 が幅広 い とい う
ことか も しれないが,担 当年数 と講義 ・デー タ分析 の組 み合 わせ につ いて は,「0～4年 」 の グ
ル ープが 「10～14年」お よび 「15年以上」 の グルー プ とほ ぼ同様 の傾 向 を示 してい るがゆえ
に,そ の ことが 決定 要 因であ る とは考 え られ ない11)。結局,経 営分析 論 の担 当年数 と講義 ・
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デー タ分析の組み合わせ との間には一定の関連を見いだす ことはできないと思われる。
最後に,担 当者の年齢 と講義 ・データ分析の組み合わせ との関連12)についてみてみよう。
表10はそれらをクロス集計 した結果である。
表10担 当者の年齢と講義 ・データ分析の組み合わせ (単位:名)
a b C d e
39歳以 下 1 2 3 3
40～49歳 2 3 2 1
50～59歳 3 14 1 4
60歳以上 2 7 3 1
合 計 1 9 27 9 6
注)担 当者53通のうち年齢について無回答のものが1通あったので,この表では52通について示
してある。なお無回答の1通は,「c」という回答であった。
表10からは,年 齢が高 くなるにつれてc,d,eの 回答率 も高 くなる傾 向にあることがみ
てとれる。c,d,eの 回答率は年齢が 「39歳以下」の グループは66.7%,「40～49歳」 は
75.0%,「50～59歳」 は86.4%,「60歳以上」は84.6%である。筆者 も29歳で担当 し始めた と
きにはデータ分析まで行 う余裕が なかったが,しだいに学生の理解度を把握で きるようになり,
しかもその結果 として授業展開面でのデータ分析の重要性 を認識するようにな り,現在では本
格的にデータ分析を授業において採用 している。こうした筆者 自身の経験か らすると,この集
計結果は首肯しうるところである。 もっとも,こ うしたことは,筆 者に関する限 り年齢 とい う
よりも教育経験年数の問題である。すでに見たように担当年数が講義 ・データ分析の組み合わ
せ と直接的な関連がないと判断される以上,年 齢については筆者の経験が一般的に妥当するわ
けではない。そうであるとすると,年齢 を教育 ・研究業績 と解釈 し,それ らの蓄積が授業での
データ分析の導入をもたらしていると考えることができる。もちろん,「39歳以下」のグルー
プも66.7%の担当者がデータ分析 を積極的に授業において実施 しているのであるか ら,年齢 と
講義 ・データ分析の組み合わせ との関連 についての部分的な説明で しかない。 とはいえ,そ の
ように解釈 しうる傾向が存在することも確かなのである。
表10で注目で きるのは,も う1点ある。それは,「c.理 論に関する講義 と同程度に,デ ー
タの分析 を積極的に行 っている。」 という授業方法 については,年 齢により採用度 に大 きな差
があることである。「c」の回答率は年齢が 「39歳以下」 のグループは333%,「40～49歳」
は37。5%,「50～59歳」は63.6%,「60歳以上」は53.8である。 とくに50代の担当者の比率の
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高さには注 目させ られる。理論 とデータ分析を同程度 に重視 してお り,その比率は60歳以上
でも決 して低いとはいえない。c,d,eの 回答率の高さにはこの 「c」の高 さがおおきく影
響 している。理論 とデータ分析 とのバランスについても,教 育 ・研究業績の蓄積の結果 と解釈
できるのかもしれない。
6.む すび
本節では,本 調査の結果 を要約 した うえで,本 稿の問題点 ・限界を明 らかにすることにす
る。
まず,履 修制度についてであるが,単 位数については4年制大学では4単位,短 期大学では
2単位が一般的であった。 また配当年次は,4年制大学では3,4年生で64.3%,2～4年生とい
うものも含めると83.8%に達 した。短期大学では2年生がほとんどであった。いずれにせよ多
くの大学では高学年に配当されていると言える。選択の自由度については,自 由選択の比率が
6割強 と高いが,選 択必修の割合 も無視できない。これら履修制度については,大 規模大学で
は複数の回答が集計 されている可能性があること,学部 ・学科(科)の 性格によって経営分析
論の位置づけは異 なるはずであるが,そ れは無視 した集計結果であることに注意 しなければな
らない。
つ ぎに,ク ラス規模 と担当者の属性 についてみてみた。クラス規模は,全 体 としてみると,
100名以下が約6割,そ れを越える ものが約4割であったが,4年制大学では,ク ラス規模はそ
れよりも大 きく短期大学では小 さいという傾向にあった。経営分析論の担当年数については,
10年以上の担当年数を有す る担当者が5割 を越えてお り,5年以上 となると75%になる。わが
国では,経 営分析教育についての経験の豊かな教員が多いといえる。 また年齢 については,50
歳以上の担当者が7割弱を占めている。比較的高い年齢の担当者でも担当年数が短いというケ
ース も多いが,豊かな実務経験 を経て大学 に勤務 しそこで経営分析論 を担当 し始めたという場
合 も含め,年 齢が教育 ・研究についての蓄積 した業績 を反映 していると考えられるがゆえに,
その点でも現在のわが国の経営分析教育は恵まれた状況にあるといえる。
クラス規模や担当者の担当年数,年 齢 という属性は,講 義とデータ分析の組み合わせ という
授業の方法に影響 を与えていると考えられる。データ分析の採用度であるが,ほ ぼ全員が経営
分析論の授業のなかでなん らかのかたちで実施 していた。理論の講義 よりもデータ分析のほう
を重視 している担当者 も約3割存在 していた。クラス規模 とデータ分析の実施度との関連につ
いては,予 想通 り,ク ラス規模が小さければデータ分析を重視する傾向にあ り,ク ラス規模が
大 きければデー タ分析 を講義 と同程度あるいは補足的 にしか重視 しない傾向が強 くなってい
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た。また,経 営分析論の担当年数と講義 ・データ分析 の組み合わせ との関には,一 定の関連を
見いだすことがで きなかった。さらに,年 齢については,年 齢が高 くなるにつれてデータ分析
を重視する傾向がみてとれた。ただし,「39歳以下」のグループでも三分の二の担当者がデー
タ分析 を講義 と同程度かそれ以上 に重視 していることに留意 してお く必要がある。
当然のことなが ら,本稿 にはい くつかの問題点 ・課題が存在 してお り,本文や注 と重複する
もの もあるが,本 節においてまとめてお くことにする。
まず第一に,本 調査では学部 ・学科(科)の 性格を無視 して単位数,配 当年次,選 択の自由
度,講 義 ・データ分析の組み合わせについて調査 した。 しか し,返送 されてきたアンケー ト用
紙 にも指摘 されていたことであるが,学 部 ・学科(科)の 性格 を無視 した集計結果が どの程度
の妥当性 をもつかについては,当 然のことながら疑問が生 じる。たとえば商 ・経営学部系,経
済学部系 といった比較的類似 した学部ごとに集計することが望 ましいのである。もっとも,サ
ンプル数が少な くなってしまうという問題が生 じることにはなる。
また第二に,上 記の点 と関連するが,大 規模大学からは複数の回答が寄せ られている可能性
があ り,その点での偏 りは避けられないであろう。 もっとも,返送されて きた調査用紙を概観
したところでは,全 体 としての傾向におおきく影響を与えるほどではないように思われる。
第三に,講 義 ・データ分析 の組み合わせ についての回答 はあ くまで も担当者の主観的な判断
によるものである。なんらかの客観的な測定が行われると,本調査 とは異 なった集計結果にな
った可能性 もある。
最後に,講 義 ・データ分析の組み合わせにたいする影響要因については,よ り入念な検討が
必要である。た とえば担当者の研究領域や研究方法,経 営分析教育の 目的に関する認識,経 営
分析実践にたいする関心などはデータ分析採用の大 きな要因であると推測される。これらが講
義 ・データ分析の組み合わせとどのような関連をもっているのかについては,今後の研究課題
としなければならないであろう。
本稿は,現 在わが国で行われている経営分析教育の実態を記述的に明らかにし,講義 ・デー
タ分析の組み合わせ についてはその影響要因を探 ろうとした ものであった。しか し,本稿では,
今 日の経営分析教育の現状の一端を明らかに したにす ぎない。経営分析教育の充実のためには,
今後 さらに経営分析教育の現状についての調査 とその分析 を蓄積するとともに,経 営分析教育
のあ り方 ・方法 についての議論や実践13)が積み重ねられる必要がある。そ してそのような作
業は,学 生が一定の達成基準 を記憶することではなく,分析的,概 念的思考を発展 させること
に焦点があてられるべ きであ り 〔AECC(1990),p.308〕,そうした意味での経営分析教育の充
実のための課題は多いのである。
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注
1)
??
??
??
5)
6》
??
??
いわゆる研究即教育観は崩壊 し,「大衆化大学の学生は,学問的関心に基づいて入学して来るよりも,就
職のため,学 歴取得のために大学教育を受けるものが多く,学問に対する特殊な関心は,ほ んの僅かなも
のにすぎない。」〔扇谷(1990),16ページ〕といえる。そうした状況において,教員にたい しては,「授業
実践を支える教授技術を有効ならしめる原則を理解 して,それに即応 した能力開発が実施されるであろう。」
〔扇谷(1990),24ページ〕と思われる。
また,「大学が社会の多様な要請にこたえ,質の高い教育を提供するために」,教員の教育能力や実践的
能力が重視され,そ れをうけて最近,大 学設置基準では,教授について 「教育研究上の能力があると認め
られる者」とされていたものが,「大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め
られる者」と改正され,「研究」という表現がみられなくなってしまったとのことである 〔小林(2001),6
ページ〕。
さらに,いわゆる大学設置基準の大綱化以降,各 大学で大幅なカリキュラム改革が行われたが,そ れが
大学教育を再考することになっことには間違いなく,その後の自己点検 ・評価の実施ともからみあわせて,
教育を重視する流れの基礎を形成 したと考えられる。
Koehn&Hallam(1999)の研究は,本調査の実施に踏み切らせることになった研究である。この研究で
は,ア メリカとカナダの大学に調査票を郵送 し回収するとともに,財務諸表分析の授業のシラバスを入手
して,た とえば財務諸表分析という授業科目の設置の可否の理由,履修前提科目,主対象としている思わ
れる学生の専攻,取 り上げる トピックス,ケ ース研究やプロジェク ト・論文などの教授方法,評 価方法,
分析のためのデータや参考資料 ・雑誌類などについて報告 している。
経営分析論にたいしてどの程度の:重要性が与えられているかは単位数によっても判断できるが,そ の重
要性は学部 ・学科(科)の 性格に規定されているはずである。したがって,学部 ・学科(科)別 に調査 し
たならば一定の傾向を見いだすことができたであろう。 しかしながら本調査は,学部 ・学科(科)の 別を
越えてわが国においてどのように経営分析が教育されているかを把握しようとしている。その観点からす
ると,4年制大学では4単位,短期大学では2単位というように概括できるであろう。
ただし,8通(9。2%)は2年生までに履修することになってお り,入門 ・初歩段階で経営分析を教育 し
ている。とくに,4年制大学で1年生に配当されているものの単位数は1単位であ り,2単位科目のうちの
半分で経営分析を教育するとのことである。入門 ・初歩段階で経営分析 を教育することは一つの見識とし
て高く評価できると思われる。重要なことは,教育目的に対応してカリキュラムのなかでどのように経営
分析教育を位置づけるかということである。
4年制大学の1通は4単位であり,短期大学の1通は2単位であった。
担当者にたいしてどのようなデータを用いているかを記述式で調査した。その結果,「有価証券報告書」
が32通(60。4%,分母は担当者の53通,以下同様),「仮設のデータ・財務諸表」が13通(24.5%),「決算
公告」が10通(18.9%),「財務データベース(日 経NEEDSや日本開発銀行など)」が9通(17.0%),「各
種統計資料」が4通(7.5%),「ネット上の公開データ」が3通(5.7%)であった。また,「事業報告書」
「企業の決算書」「企業の財務諸表」「企業のパ ンフレット」 というものも各1,2通あったが,い ずれも実
際の財務諸表 を利用 しているという点では共通 している。外国のものとしては,「SECの 財務諸表」
「Moody'sCompanyData」「S&P」 「Compustat」「ホームページからダウンロー ドしたアニュアルレポ
ー ト」というものがあった。さらには,「新聞,雑誌,テ レビ他,気 付いたものを随時」「学生にアナリス
トとして必要なものすべてを集めさせる」という回答 もあった。なお,複 数回答のために,全体では担当
者の53通を大きく越えている。
Koehn&Hallam(1999)では,教育方法として,試験,個 人のケース研究,チ ームによるケース研究,
宿題,そ の他の読書,プ ロジェクト・論文,チ ームによる発表,個 人の発表などが挙げられ,その採用度
が報告されている 〔Koehn&Hallam(1999),p.417〕。
Sullivan(1996)は,問題解決と批判的思考の能力を高める教育技法としてチームによる研究という共同
学習を取 りあげ,ク ラスにおける財務諸表分析の学習を講義とグループ研究とに大別してその方法につい
て説明している。
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研究領域を会計教育と,結びつけて調査 した研究として,粥川(1993)がある。粥川は,国 際会計教育を
取り上げ,「雑誌記事索引』によって国際会計論の担当者の研究業績を調査 した結果,国際会計論の担当者
はたしかに国際会計についての研究を行ってはいるが,テ ーマに偏 りがみられ,「国際会計科目を担当でき
る適切な教員が不足 している」としている 〔粥川(1993),16ページ〕。
クラス規模 と講義 ・データ分析の組み合わせとの関連については,あ る雑誌に投稿した論文においても
取 り上げている。しかし,本稿執筆段階では掲載の可否が決定されていず,ま たそこにおける説明も紙幅
の関係できわめて簡単である。本稿は担当年数および年齢と講義 ・データ分析の組み合わせとの関連につ
いても取り上げ,そ の差を明らかにすることも課題としているので,.本稿においてもクラス規模 との関連
についても取 り上げることにする。なお,投 稿済みの論文と本稿とは,説明の詳細度は異なるが展開はほ
とんど同じである。
た しかに,「0～4年」のグループは相対的に若手の割合が高く,「10～14年」および 「15年以上」のグ
ループは高い年齢の回答者が相対的に多いが,表7か らは担当年数が長ければ年齢 も高いと言えるほどの
関連は見いだせないと思われる。
試みに,非担当者の年齢 と講義 ・データ分析の組み合わせの考え方についてクロス集計を実施してみた。
身近な批判者とも言える非担当者の認識を把握することは,担 当者の授業のあり方を考えるうえでの参考
になるかもしれないからである。クロス集計の結果はつぎの表の通りであった。
非担当者の年齢と講義 ・データ分析の組み合わせ (単位 名)
a b C d e
39歳以 下 4 7 1
40～49歳 2 8 3 1
50～59歳 4 8 1 1
60歳以上 2 7 2
合 計 0 12 30 7 2
注)非 担 当 者57通 の うち 年齢 に つ い て無 回答 の もの が4通,講 義 ・デ ー タ分 析 の 組 み 合 わ せ に つ
い て無 回 答 の ものが2通 あ っ た(重 複 な し)の で,こ の 表 で は51通 につ い て 示 して あ る。 な
お,年 齢 につ い て無 回 答 の4通 の 内訳 は,「a」 が1通,「c」 が2通,「e」 が1通 で あ った。
13)
c,d,eの 回答 率 は 年 齢 が 「39歳以 下 」 で は66.7%,「40～49歳」 で は85.7%,「50～59歳」 で は
71.4%,「60歳以 上」 で は81.8%であ る 。担 当 者 の場 合 と比べ て み る と,「40～49歳」 で約10%高 く,逆 に
「50～59歳」 で は15%ほ ど低 い。 そ して全 体 と して は,若 干 低 くな っ て い る。 しか し,d,eだ け に限 る
と,そ れぞ れ8.3%(担 当 者 は33.3%,以下 同様),28.6%(37.5%),14.3%(22.7%),18.2%(30.8%)
と な り,す べ て の グ ル ー プ で担 当者 の比 率 をお お き く下 回 っ て い る。 非 担 当 者 は,デ ー タ分 析 を重 視 す る
と して も,講 義 と同程 度 に考 えて い る傾 向 が あ り,そ れ は年 齢 とは 関係 が ない よ うに見 え る。
Kem(2000)は,Sullivan(1996)と同様 に,学 生 の 批判 的思 考 能 力 を高 め る財 務 諸表 分 析 プ ロ ジェ ク ト
を組 み 立 て る方 法 に つ い て説 明 して い る。
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